
北海道営住宅自家用電気工作物保安管理業務実施要領 

 

 指定管理者が道営住宅に設置されている受変電施設の保安管理を行う場合の業務実施要領をここに定める。 

 

１ 対象設備について 

   別紙「道営住宅一覧」に掲げる電気工作物及びそれに付随する機器類とする。 

 

２ 業務内容について 

（１）指定管理者は、電気工作物の安全かつ良好な状態に保つための保安管理業務を行う。 

（２）本業務の履行にあたっては、「電気事業法」「建築基準法」「消防法」その他関係法令を遵守するものとする。

その他この要領に記載のない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「建築保全業務共通仕様書（最新版）に

よるものとする。 

（３）指定管理者は、「主任技術者制度の解釈及び運用（内規）」(経済産業省 平成17･03･22現院第1号)１.(２)「み

なし設置者」として、電気事業法における権限、義務、責任を負う。 

   なお、設置者（総合振興局長又は振興局長(以下「総合振興局長等」という。)）との業務区分については、別紙

「保安に関する業務区分表」による。 

（４）点検は「保安規程」に定めるところにより適正に行い、必要に応じ保守その他の措置を講じるものとする。詳細

は別紙１による。 

（５）指定管理者は道の策定した「保安規程」について、必要がある場合は内容を変更し道の確認を得たのちに所管官

庁等に提出する。 

（６）月次点検：主として運転中の施設の点検及び測定試験を別紙「道営住宅一覧」で指定する月毎に行うものとする。 

   年次点検：主として施設の運転を停止して点検及び試験を年1 回行うものとする。 

   臨時点検：異常の発生又は発生する恐れのある場合は、必要に応じて、その原因調査のため特別な点検などを行

うものとする。 

（７）点検結果において異常が認められた場合で、経常修繕の範囲を超える対応が必要な場合は、速やかに点検結果に

ついて総合振興局長等に報告を行うこと。 

（８）当該施設の電気工作物について、維持管理上必要な単線結線図等の書類を作成し、現地に保管すること。 

（９）電気工作物について、改築・改修等の工事が発生した場合、道の要請により必要な点検、試験を行うこと。 

（10）電気工作物の工事、維持及び運用に従事する職員に対して、保安の徹底を図るための保安教育ならびに電気事故

等の応急措置について必要に応じて実施指導訓練を行うものとする。 

（11）電気事業法第107 条に規定する所管官庁等の立入検査の立会いを行うこと。 

（12）事故等により施設の修理が発生した場合は、すみやかに総合振興局長等に連絡し指示を受けること。 

 

３ 保安管理業務委託について 

（１）指定管理者は、自家用工作物の保安管理業務について、保安上支障がないものとして経済産業大臣の承認を受け

たものに委託することができる。 

（２）指定管理者は保安管理業務を委託した場合は、速やかに保安管理業務外部委託申請書ならびに保安規程届出書を

作成し、所管官庁等へ申請を行うこと。 

（３）指定管理者が保安管理業務を委託する場合の保安に関する体制は、別紙「保安業務に係る配置（組織図）」を基

本とする。 

（４）指定管理者と受託者は、常時連絡がとれる体制を確保すること。 

（５）受託者は電気事故等緊急の際、連絡を受けてから１時間以内に現地へ到着できる連絡体制及び出動体制を、２４

時間確保すること。 

 

附 則 

この要領は、平成２２年７月２７日から適用する。 

この要領は、平成２９年１１月２８日から適用する。 



別紙 

○自家用電気工作物の設備容量及び点検周期一覧 

（１）札幌市道営住宅一覧                                                      

施設の名称 設備容量 受電電圧 
非常用予備 

発電装置 
月次点検 年次点検 臨時点検 

光星第二団地 125kVA 6.6kV なし 月１回 年１回 必要の都度 

光星第三団地 130kVA 6.6kV なし 月１回 年１回 必要の都度 

 

（２）釧路市道営住宅一覧 

施設の名称 設備容量 受電電圧 
非常用予備 

発電装置 
月次点検 年次点検 臨時点検 

ことぶき団地 80kVA 6.6kV なし ２ヶ月１回 年１回 必要の都度 

であえーる幸団地 なし（低圧受電） あり ２ヶ月１回 年２回 必要の都度 

 

○保安に関する業務区分表 

 
業務区分 関係条文 

指定管理者 

(みなし設置者) 

・技術基準に適合するよう維持する業務 

（保守点検、災害・事故の応急措置及び道の指示による復旧、

経常修繕） 

・保安規程の届出（保安規定（案）の策定を含む） 

・電気主任技術者の選任及び外部委託関係 

・報告徴収の対応 

・立入検査の対応 

・事故報告 

法第39条 

 

 

法第42条 

法第43条・規則第53条 

法第106条 

法第107条 

報告規則第３条 

総合振興局長等

(設置者) 

・技術基準に適合するよう維持する業務 

（計画修繕、災害・事故復旧） 

・保安規程の策定（（案）の確認） 

・工事計画届出、使用前安全管理検査対応 

・報告徴収の対応（必要に応じて） 

・立入検査対応（必要に応じて） 

・事故報告 

・上記のほかここに記載されていない電気工作物に係る業務 

法第39条 

 

法第42条 

法第48条、49条 

法第106条 

法第107条 

報告規則第３条 

  ※法は、「電気事業法（昭和３９年７月１１日法律第１７０号）」をいう。 

  規則は、「電気事業法施行規則（平成７年１０月１８日通算産業省令第７７号）」をいう。 

  報告規則は、「電気関係報告規則（昭和４０年６月１５日通算産業省令第５４号）」をいう。 

 

○保安業務に係る配置（組織図）  

 

設置者 

                        協定 

みなし設置者 保安管理業務委託契約 

電気保安法人 

 総括管理者      総合振興局長等 

 総括責任者 指定管理者代表者 

連絡責任者 指定管理者担当者 


